
別紙
Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
Ⅱ．事業評価個表

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要した

経費
交付金充当額 備 考

番号 措置名 交付金事業の名称
2 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 大洗町営住宅屋上防水改修工事事業

7,500,000

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 大洗町
交付金事業実施場所 大洗町大貫町1212-25地内

2
公共用施設に係る
整備、維持補修又
は維持運営等措置

大洗町営住宅屋上防水改修工事事業 大洗町 10,152,000

交付金事業の概要
　町営前原住宅A棟及びB棟は、昭和54年及び58年に建築された4階建てＰＣ造の公営住宅であり、32戸に入居
をしています。
　防水改修工事を行い入居者の安全な住環境を確保するため，電源立地地域対策交付金を活用します。

総事業費 10,152,000
交付金充当額 7,500,000
うち文部科学省分 7,500,000
うち経済産業省分

交付金事業の成果目標

　交付金を充当することにより、数ある町営住宅の改修工事を実施することができます。屋上防水改修工事実
施により、建物内部への雨水の侵入を防ぎ住環境の改善を図ることを目的とします。

交付金事業の成果指標

　昭和54年及び58年に建築された町営前原住宅の屋上防水改修工事を年次計画で実施することにより、入居
者の安全な住環境を確保し入居率を上げることを，成果指標とします。
　平成28年度　町営前原住宅入居率93%
　平成29年度　町営前原住宅入居率96%

交付金事業の成果及び評価

　町営住宅の施設維持管理業務に安定した財源を確保できたことで、町営前原住宅A棟及びB棟の屋上防水工
事を実施することができ、入居者の住環境の向上が図れました。また、平成29年度の町営前原住宅入居率は
93％であり、目標を下回りましたが、前年度の入居率を維持していることから、今後も計画的な改修工事を行う
ことで住環境整備に取り組んでまいります。



無

　  　      
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　

（７）成果及び評価に係る第三者機関等を活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、その名称及び構成員等
を記載

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額
各種改修工事 指名競争入札 植田防水工業株式会社 10,152,000

（３）交付金事業の成果目標の欄は、発電用施設周辺地域整備法第1条（目的）を踏まえて具体的に記載すること。
（４）交付金事業の成果指標の欄は、成果目標を踏まえて定量的な指標を記載すること。
（５）交付金事業の成果及び評価の欄は、進捗度、利用量並びに効果等を出来る限り数値を用いて記載すること。
（６）交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 H32
　（備考）（１）事業ごとに作成すること。 

（２）番号の欄は、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

計


